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（対談）行政ＡＤＲとしての基本戦略 

公害等調整委員会委員長 永野厚郎 × 愛知県公害審査会会長 久志本修一 

対談実施：令和６年２月 29日 公害等調整委員会委員長室にて 

公害紛争の迅速かつ適正な解決を目的とした公害紛争処理制度が、今後も社会から求められ
る役割を果たしていくに当たって、現在、どのような課題があり、またどう取組を進めていけば
よいのでしょうか。公害等調整委員会事務局では、本年６月に開催する第 54回公害紛争処理連
絡協議会において全国の公害審査会等の委員の皆様と議論を深めるに当たって、愛知県公害審
査会の久志本会長をお招きして、公害紛争処理制度の現状と課題、そして今後の取組について、
公害等調整委員会 永野委員長との対談を企画しました。 
本対談記事が公害審査会の関係者の皆様、また、日頃、公害苦情相談に従事している職員の皆

様の今後の取組の参考になれば幸いです。 

※『ADR』についてはこちらの記事の最終ページに解説しています。

2　ちょうせい　第117号（令和６年５月）

１．公害紛争処理制度が目指す姿と現状認識について 

【公害紛争処理制度全体の目指す姿・ビジョン】

（永野委員長）公害紛争解決に特化した行政Ａ
ＤＲとして、公害紛争処理制度が発足して半世
紀余りが経ち、紛争の様相や解決を求める国民
の意識も大きく変化してきました。公害紛争処
理制度が今後も求められる役割を果たしてい
くためには、変化する国民のニーズに的確に対
応できるよう、制度の運用の改善に日々努める
必要があると考えています。本日は、愛知県の
公害審査会の久志本会長をお迎えして、制度の
現状と課題、さらには今後の取組について、意
見交換させていただきたいと考えています。 

（久志本会長）愛知県の公害審査会の会長とし
て３年目になります。本日はよろしくお願いし
ます。公調委では、このところ、公調委、公害
審査会、市町村の公害苦情相談窓口との間の連
携を強調され、連絡協議会などでもテーマに取
り上げ、取組事例などを紹介していただきまし
た。愛知県公害審査会としても、持ち帰って参

考にさせていただいています。これまでにも、
公調委からは色々と情報をいただいておりま
すけれども、都道府県の公害審査会の立場から
すると、どうしても申請された事件の解決に頭
が行きがちで、そもそも何のために連携が必要
なのか、制度全体の展望や全体構想が見えにく
いと感じています。 

（永野委員長）確かにこれまで連絡協議会など
での情報提供や議論は断片的な形にとどまり
全体像が見えにくかったのではないかと考え
ています。実は、公調委においても制度発足 50
周年を契機に、公調委自身の事件処理や事務処
理の在り方について、見直しの議論を始めまし
た。その過程で、公害紛争処理制度を構成する
個々の機関の視点のみならず、制度全体として
の解決力の総和を高めていくという視点が重
要ではないかとの考えが生じてきました。こう
したことから、目指す姿やビジョンとしては、
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各機関がそれぞれの強みと特色を活かした運
用を行い、公害紛争処理制度全体として、解決
されるべき公害紛争が放置されることのない
よう汲み上げ、また適切な機関に行き着くよう
にすることではないかと考えています。制度全
体としての解決力の総和を高めるという視点
に立って、現状と課題を分析し、これまでの取
組を整理し今後の取組を位置づけることによ
り自ずと全体構想も見えてくるのではないか
と考えています。 

（久志本会長）紛争解決を担当していると目の
前の事件に集中し、全体的な視点は見落としが

ちになることから、制度全体としての解決力の
総和を高めるとの視点は新鮮に感じます。裁判
制度とは別に公害紛争処理制度が設けられて
いる趣旨からすると、目指す姿やビジョンとし
てはおっしゃるとおりであり、賛成です。その
実現に向けては、いろいろと隘路があるとは思
いますが、あるべき姿を明確にして、関係者で
共有しないと取組を進めていくのは難しいと
思います。公調委は中央委員会として、このよ
うなビジョンとその実現に向けての全体構想
を積極的に発信し、公害審査会や市町村の公害
苦情相談窓口とも共有すべきではないかと思
います。 

◎公害紛争処理制度が目指す姿（ビジョン）

・市区町村の公害苦情相談窓口、公害審査会及び公害等調整委員会からなる公害紛争処理

制度全体としての解決力の総和を高めること。

・すなわち、公害紛争処理制度で解決されるべき紛争が未解決のまま放置されず、ふさわ

しい機関で処理されるようにすること。
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【公害紛争処理制度の特色】 
（永野委員長）ありがとうございます。目指す
姿といっても一朝一夕に実現できるものでは
なく、試行錯誤と継続的な取組が必要であると
考えています。だからこそ、ビジョンとその実
現に向けての全体構想を共有することが重要
であるとの御指摘はそのとおりだと思います。
今年６月の連絡協議会では、全国の公害審査会
の皆さんに本日意見交換させていただくビジ
ョンと全体構想をもとに幅広く御協議いただ
き、問題意識の共有が図れるようにしたいと考
えています。 
ところで、全体構想に制度全体としての解決

力の総和を高めるという視点を落とし込むに
は、裁判制度とは別に公害紛争処理制度が設け
られた目的に照らして、その内容をもう少し具

体化する必要があるように感じています。 
（久志本会長）確かにそうですね。公害紛争は
当事者間の問題に限らない点で一般の民事紛
争とは異なります。騒音や悪臭が発生している
のであれば、申立人のほかにも地域住民に被害
が及んでいる可能性があり、潜在的に申立人以
外の被害者を含んでいます。健康被害に直結す
るような場合もある。金銭的な補償というより
も、原因の除去・改善に本質的な求めがあり、
可能な限り迅速な対応が求められるケースが
多いと思います。ところが、個人では原因とさ
れる事象と被害に関して因果関係の証明が困
難なことが多いと思います。調査をするにもそ
の費用は高額となる可能性があり、申立人の主
張立証責任の負担が大きい。そのため、民事訴



（対談） 

訟手続の利用を躊躇させる側面があると思い
ます。民事調停も考えられますが、公害紛争の
分野では専門家の関与を得られにくい。この点
公害紛争処理制度は、全体としてみると、利用

、

者に負担をかけることなく、専門的な知見も反
映させて柔軟かつ迅速に問題解決を図れる点
にメリットがあるように思います。

く し も と しゅういち

久志本 修一 氏 

弁護士 

愛知県公害審査会会長 

南山大学大学院法務研究科教授 

愛知県情報公開審査会会長 
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【公害紛争処理制度に関する問題意識】 

（永野委員長）全く同感ですね。この制度が公
害苦情相談窓口、公害審査会、公調委という三
者で構成されているのは、誠に良くできた制度
であると思われ、各機関が持ち味を活かし、連
携することにより、総体として、簡易、迅速、
柔軟な手続により、専門家の関与も得て、将来
志向の解決が図られるものと思います。このよ
うな狙いで設けられた公害紛争処理制度全体
の解決力の総和を高めるとの観点から見た場
合に、現状をどのように見るかが次のポイント
となりますが、公害審査会で事件を処理されて
いる立場から見て、どのように感じておられま
すか。 

（久志本会長）愛知県では、市町村の公害苦情
相談窓口で紛争化した事案を公害審査会へと
つなげる連携は取れていると思っています。市
町村と公害審査会の事務局とのやり取りも結
構あるようです。事務局には申請には至ってい
ない市民からの相談というのも多いようです
ね。ただ、連絡協議会などで配布されている資
料などを見ますと、全国的には公害審査会の受

付事件数は少ないですね。そういったところで
は、公害審査会と市町村の連携がとれているの
だろうかといった心配もあるのではないでし
ょうか。 

（永野委員長）機関誌「ちょうせい」２月号に
令和４年度の公害苦情調査結果報告を掲載し
ましたが、全国の苦情相談窓口では、約７万件、
典型７公害に限っても５万件の相談を受け付
けています。このうち８割強の相談が直接処理
となっており、何らかの対応がとられています。
厳しい人員体制の下で担当者の方々が非常に
熱心に取り組んでおられることに頭が下がる
思いです。ただ、典型７公害に限っても全体で
５万件という非常に多い相談件数を前にする
と、直接処理されなかった残りの２割弱の中に
は、本来、公害紛争処理制度の中で解決される
べき紛争が未解決のままになっていないか気
になるところです。他方で、全国の公害審査会
の受付事件数は、30 件から 40件程度に止まっ
ており、過去３年間に１件の申請もない地方も
かなりありますので、果たして解決が必要な事
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件がきちんと吸い上げられているのかとの懸
念もあります。 
（久志本会長）それは御指摘のとおりで、公害
苦情相談窓口の相談件数と公害審査会への申
立ての件数の格差を見ると、本来解決されるべ
き事案が埋もれてしまっているという懸念は
確かにありますよね。さらに申し上げるならば、
公害審査会に申し立てられた事件についても、
必ずしも調停が成立するわけではありません。
調停の成立率は全国的にはどのくらいですか。 

（永野委員長）大体、３割程度ではないかと思
います。 

（久志本会長）そうですね。それくらいの感じ
だと思いますが、調停が打切りになり、あるい
は不成立になった事件が、その後どのようにな
ったかは、事件を担当した者として気にはなる
ところですが、フォローすることが難しい状況
にあり、このような事件の中にも未解決のまま
埋もれてしまう事件が含まれている可能性は
否定できません。公調委としては、公調委に申

し立てられる事件から見て、ふさわしい事件を
汲み上げることができていると感じておられ
ますか。 

（永野委員長）公調委に申し立てられる事件の
数は、やや増加傾向にありますが、年間 30 件
程度です。公害苦情相談窓口の相談件数や公害
審査会への申立件数などを見ると、相談窓口で
未処理となった事案や公害審査会等で調停が
不調に終わった事案などの中には、件数として
は多くないのかもしれませんが、公調委での解
決にふさわしい地域社会に一定の広がりのあ
る紛争を、公調委が十分に汲み上げられていな
いのではないかという懸念を持っています。他
方で、公調委に申請のあった事件の中には、相
隣的紛争が裁定申請という形をとって申し立
てられるケースも増えており、その多くは職権
調停で解決している状況にあります。このよう
な事件は、本来は地元の公害審査会の調停によ
り解決されるのが当事者にとっても望ましい
のではないかと思っています。 
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（参考１）令和４年度の都道府県別公害苦情受付件数と人口の比較 

公害苦情の受付件数は人口との相関関係が見られる 
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（参考２）公害審査会の受付事件数の推移（調停、あっせん、義務履行勧告の合計） 
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（参考３）都道府県別公害審査会の受付事件数（過去３年間の合計値）と人口の比較 
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２．全体構想について 

（久志本会長）なるほど、そうしますと、先ほ
どの公害紛争処理制度全体として目指すべき
姿との関係でみると、解決されるべき公害紛争
の汲み上げという面でも、紛争が適切な機関へ
行き着くという面でも、現状は不十分な点があ
るのではないかということになると思います。
そうすると、ここからは実現に向けての全体構
想の問題となると思いますが、公調委は具体的
にどのような戦略を考えているのでしょうか。 

（永野委員長）全体のビジョンの観点からは、
御指摘のように、本来解決されるべき紛争の汲
み上げと適切な機関へのマッチングの２つの
問題に取り組む必要があると考えています。そ
の前提として、裁判、調停、その他のＡＤＲも
含めて、紛争の解決に紛争解決機関を利用する
か否か、利用する場合にどの機関を利用するか
は、利用者の判断に委ねられています。このよ
うな前提で２つの問題への対応を考える場合
に、方策としては、以下の４点がポイントにな
るのではないかと思います。まず第１に、競合
する紛争解決機関の中から利用者に選択して
もらえるように、各機関が他の機関と比較した
手続のメリットを活かした運用を行うこと。第
２に、これと関連して、利用者の制度の利便性
を高めること、特にＩＴの積極的な活用。第３
に、各機関の窓口に利用者から相談があった段
階、窓口相談の段階で、適切な事件を汲み上げ
るとともに、自ら解決が困難な事案については
適切な機関への申立てを誘導していくこと。最
後に、制度の利用者一般への周知を高めていく
こと。以上の４点にポイントをおいて方策を考
えていくのではないかと思います。 

（久志本会長）今挙げられた４つのポイントは、
いずれもそのとおりだと思います。特に１点目
は、あまり意識することなく従来の運用を踏襲
してきた面があることは否めません。指摘され
てみると、他の制度や手続に対する優位性やメ
リットを常に意識しながら運用を工夫してい
くことが利用者との関係で求められていると
思います。課題への方策の４つのポイントは、
各機関それぞれに求められていることであり
ますが、実際に取組を進めるに当たっては、ど
この公害審査会も少ない人員で職員の経験値
も浅い状況にあり単独で進めるのが難しい面
があります。また、取組によっては共同歩調を
とった方が効果の上がるものもあるのではな
いかと思います。例えば、少ない人員でどのよ
うに事件を効率的に回すか、専門委員の確保を
どのようにやっているかなど、他の公害審査会
とも情報交換したい事柄もいろいろとありま
す。昨年の連絡協議会では班別の意見交換の場
を設けていただき、各地の公害審査会の会長な
どと実質的な情報交換ができる場があり、大変
勉強になりました。その意味では、公調委には、
課題への方策の４つのポイントに関連する各
地の取組例を積極的に情報提供いただくとと
もに、例えば愛知県でいえば東海・北陸ブロッ
クなどブロック単位での公害審査会会長の協
議会をコーディネイトいただくなど、公害審査
会同士の横の連携の場を増やすことも是非御
検討いただきたいと思います。
（永野委員長）４つのポイントの具体策につい
ては、今後も議論と工夫を重ねながら継続的な
取組を必要とするものであり、御指摘いただい
た点は、まさに公調委の中央委員会としての役
割であると自覚しています。御指摘も踏まえて、
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取組のための有益な情報の提供、公害審査会相
互の横の連携のためのネットワーク作りなど
の面で各地の取組をバックアップさせていた
だきたいと思います。 

8　ちょうせい　第117号（令和６年５月）

永野委員長 

全体構想 

◎公害紛争処理制度が目指す姿・ビジョン

・市区町村の公害苦情相談窓口、公害審査会及び公害等調整委員会からなる公害紛争処理

制度全体としての解決力の総和を高めること。

・すなわち、公害紛争処理制度で解決されるべき紛争が未解決のまま放置されず、ふさわ

しい機関で処理されるようにすること。

◎現状と課題

・本来解決されるべき紛争が申請に結びついていない。【事案の吸い上げの問題】

・適切な機関に申し立てられていない。【事案と機関のマッチングの問題】

例えば･･･ 

➣地域社会に一定の広がりのある紛争を公調委で十分に汲み上げられていない懸念があ

る。（公害苦情相談窓口で紛争化したまま放置されている事案や公害審査会等で調停が

不調に終わったまま放置されている事案があるのではないか。）

➣公害苦情受付件数に比べると公害審査会の受付事件数が全国的に低調。都道府県による

活動状況の格差が大きい。

➣公調委に地元での解決が望ましい相隣的紛争が申し立てられている。

➣公害審査会等の委員になって初めて制度を知った人もいるなど弁護士への周知が不十

分。 etc.

◎課題への方策

①各機関が他の紛争解決機関との比較において、自らの強みと特色を意識した運用を工夫

すること。

②各機関において利用者の利便性の向上を図る工夫をすること（特にＩＴの活用）。

③各機関において適切な事件を汲み上げるとともに、自ら解決が困難な事案については適

切な機関への申立てを誘導する こと。

④利用者（申請者本人だけでなく相談先となる弁護士などを含む）への周知を高めること。 
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３．強みと特色を活かした事件処理の運用 

【公調委における取組】 

（久志本会長）公調委ではビジョンの達成に向
けた課題への方策について既に取組を始めら
れていると伺っています。各地の公害審査会に
とっても参考になりますので、順次、取組状況
を御紹介いただけますでしょうか。まず１点目
の事件処理の運用改善についてお尋ねしたい
と思います。公調委は公害紛争解決における自
らの強みと特色、これについては裁判に対する
観点と公害審査会に対する観点の双方の面が
あると思いますが、どこに力点をおいて運用改
善に取り組まれているのでしょうか。 

（永野委員長）公調委における事件処理の運用
改善は、御指摘のように競合する民事裁判に対
する優位性と身内である公害審査会との役割
分担を意識した運用を考えることになります。
まず、民事裁判に対する優位性については、実
際に公調委で事件を担当してみて、柔軟で当事
者の負担が軽い手続であり、当事者の主張立証
責任に基づいて判断する民事裁判と比較して、
職権調査や専門委員を活用できますので、公害
紛争のような科学的、専門的知見が必要な事案
の解明力は高いと実感しています。また、解決
の面でも、必ずしも裁定による判断だけでなく、
事案の解明力の高さを背景に職権調停を活用
して、原因の除去や将来への予防といった将来
志向の解決策を他の行政機関と連携して調整
し、必要に応じて義務履行勧告という形で、事
件の終局後も履行確保に関われる点に行政Ａ
ＤＲとしてのメリットがあると考えています。 
他方で公害審査会との役割分担では、地域の

実情を踏まえ地元での専門性を持った調整が
必要な事案は、公害審査会による解決がふさわ

しいと思います。ただ、調停の前提としての事
実確定に高度な専門的調査を要するものや解
決のために権利関係の判定が必要となる事案
は、人的・物的リソースがあり、裁定手続を持
つ公調委が役割分担すべきと思っています。 

（久志本会長）公調委が強みをどのように意識
しているのか、また特色を活かした運用をどう
考えているのかがよく分りました。公害審査会
にとっても公調委が目指しているところを理
解しておくことは有益だと思います。 

（永野委員長）その上で、公調委に申し立てら
れる事件もかつての産業公害型の大規模事件
から最近は都市型、生活環境型の比較的規模の
小さな事件が増え、紛争内容も多様化していま
すので、このような事案の変容に対応して、公
調委の強みと特色を活かした運用をどのよう
に形作るかが、運用改善の具体的な課題となり
ます。この点、従来の「定型的な審理運営」か
ら「事案に応じた柔軟な審理運営」への転換に
努めているところです。具体的には、早期に専
門委員の関与を得て、事案の見立てを行い、委
託調査を含む本格的な調査が必要な事案、専門
委員立会いの上での公調委職員による測定等
を行う事案、当事者や自治体での測定結果等を
利用できる事案などの振り分けをして、これに
基づいて計画的に審理を行っています。また、
裁定事件が増えていますけれども、できる限り
職権調停を活用して、事案に対する心証を開示
しながら、紛争予防も含めた合意による解決を
目指し、合意に一歩届かない場合にも受諾勧告
の制度（公害紛争処理法（昭和 45年法律第 108
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号）第 34 条第 1 項）を積極的に活用するなど
行政ＡＤＲの持ち味を活かした運用に努めて
います。こうした運用改善に伴って、一律にフ
ルコースの審理を行うということじゃなく、事
案に応じた簡易な運用も混ぜることで手続の
簡素化や無駄が省かれ、事務局の事務の合理化
や省力化も同時に図られています。こうした取
組により、公調委の持っている人的、物的リソ
ースを規模の大きな難しい事件に振り分ける
ことができるよう心がけているところです。 
 
（久志本会長）大変参考になりました。公害審
査会でも取り入れられる部分は、是非取り入れ
ていきたいと思います。特に早期に専門家に事
案の見立てをしてもらって、解決に向けて計画
的に調停手続を進めていくことは有効だと思
いますし、慣行的に進めている審理の仕方を見
直し、無駄を省くことは、事務局の事務の合理
化や省力化につながるという点もなるほどと
思います。 
ところで、環境保全などの社会的関心も高ま

っています。法律が定めているのは典型７公害
ですが、これに当たらない事案もありますよね
典型７公害も含まれているけれど、それ以外に
重点があるような事案が申し立てられた場合、
愛知県では典型７公害のどこかに引っかかれ
ば、他の問題も含めて調停事件として取り上げ
る運用をしています。今後は時代の要請に応じ
た対応が必要になってくると思いますが、公調
委としてそのあたりはどうお考えでしょうか。 
 
（永野委員長）公調委の裁定手続には一定の法
的効果が与えられており、法を適用する立場と
しては、法が定める典型７公害の枠組みに従っ
て判断することになります。ただし、典型７公
害の要件の中に、どのような態様の侵害行為を

。

読み込めるかは、必ずしも固定的に考えられる
わけではなく、世の中の通念の変化や科学技術
の進展をも考慮しながら、適切に解釈していく
必要があると思います。公害審査会において、
典型７公害に関連して他の問題も含む申立て
を広く拾って、調停の中で解決いただいている
とのことですが、調停による合意は民法上の和
解契約としての効力を持つにとどまることか
ら、裁定とは別に考えることができるのではな
いかと思います。紛争をそれぞれ別々に切り分
けて、典型７公害以外は調停しませんというわ
けにはいかないので、典型７公害に当たる事件
がある以上、関連するものも含めて調停いただ
いているというのは、国民のニーズに応えるふ
さわしいやり方だと思います。 
 
（久志本会長）関連して相当範囲性については
いかがでしょうか。単純な私人間の騒音、振動
の問題であって、地域的広がりがあると言える
のか判断の難しい案件もあります。 
 
（永野委員長）相当範囲性についても、事案ご
との判断であり、紛争の態様も社会の世相を反
映して変化しています。近時は都市型・生活環
境型と呼ばれるように事件の小規模化が見ら
れることから、影響の及ぶ物理的範囲のみなら
ず、紛争の性質及び解決の持つ潜在的な影響を
も勘案して、柔軟に対応する必要があると考え
ています。例えば、潜在的には多数存在する新
種の紛争については、小規模な事案であっても、
解決の基準やノウハウの蓄積が少ないことか
ら、まずは公調委において取り上げて、その結
果を還元することが望ましい場合もあると思
います。 
また、相当範囲性についての考え方は、公調

委で裁定を行う場合と公害審査会で調停を行
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う場合とでは違ってもいいのではないかと思
います。裁定は、ある程度厳密に法の要件を解
釈する場面も出てきますが、公害審査会の調停
においては懐深く扱ってもよいのではないか

【公害審査会としての取組】 

（永野委員長）今度は公害審査会の立場で、制
度のどのような強みと特色を活かすべきかに
ついてお考えをお聞かせいただけないでしょ
うか。 

（久志本会長）先ほどの論法でいくと、民事裁
判のみならず簡易裁判所の民事調停や他のＡ
ＤＲとの関係で公害審査会の特色をどのよう
に発揮するか、それと公調委との間では、役割
分担というか連携のメリットをどのように活
かすかということではないかと思います。民事
裁判との関係では当事者の手続負担が軽いと
いう点が大きなメリットですが、民事調停や弁
護士会の紛争解決センターなどを含めてみて
も、公害審査会の強みは各分野の専門家が委員
として入っているところでしょうね。民事調停
を例に取れば、医療過誤や建築紛争だと調停委
員に専門家が入るケースが多いのですが、公害
紛争といったときに、では、その専門委員は誰
なのか、また見つかったとしてもその人が調停
委員になるわけではありません。民事調停では
公害の専門家の知見を得ることは難しいと思
います。その点、公害審査会では、最初から公
害問題の専門家が調停委員に入って話合いが
できるため、かなり優位なところがあり、その
強みを活かすべきと思います。また、実際にそ
のような事案を経験したわけではありません
が、公害審査会が行政 ADR であるが故に、事
案によっては都道府県の環境部局や規制部局

と思います。さりながら、どこからどこまでが
相当範囲に該当するのか、予め線引きはできな
いので、どこまで行っても個別事案ごとの判断
だろうと思います。 

と連携した対策の検討や調停成立後のフォロ
ーアップなどの可能性もあるのではないかと
常日頃考えているところです。ただ、残念なが
ら利用者である一般市民も弁護士にも知られ
ていないとなると、紛争を解決する手段として
は、裁判所の民事調停を起こすとか、弁護士会
が設けている紛争解決センターといったＡＤ
Ｒに流れるということはあるかもしれません。
それは紛争解決という点で、十分な解決が得ら
れない可能性がありますので、やはり公害紛争
処理制度が公害紛争の解決の選択肢として認
知される必要があると思います。 

（永野委員長）公調委では、例えば騒音事件を
例にとりますと、当事者自らあるいは自治体で
測定されたデータが提出されることが多く、こ
れを専門家に見てもらい、必要に応じて自ら測
定することができるため、当事者の説得や調整
がしやすい面がありますが、公害審査会で測定
データはどの程度利用可能でしょうか。 

（久志本会長）確かに測定データがあった方が
当事者の説得や調整がしやすく、客観的なデー
タに基づく合理的な解決につながりやすいの
は間違いありません。愛知県では、市町村に依
頼して現地で測定をしてもらうなどしており、
また必要に応じ、専門の調停委員にお願いして
測定をしてもらうことがありますが、必ずしも
測定が可能な場合ばかりではありません。しか
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対談の様子（久志本会長

しながら、測定デー
タが利用できない場
合であっても、諦め
ずに専門家の調停委
員の専門的知見と弁
護士の調停委員の紛
争解決ノウハウを結
集して、測定デー 
タに代わりうる

種々の資料を総合して、粘り強く調整と説得を
重ねて、何とか合意による解決を図ろうとして
いるというのが実情です。 

（永野委員長）確かに測定データが利用できな
い場合であっても、科学分野の専門家と紛争解
決のプロが調停委員会を構成しているところ
に、公害審査会における解決の専門性が発揮さ
れていると言えるものと思います。公調委で騒
音事件に関して公害審査会で調停が成立した
100 件余りの事件を分析したところ、３分の２
の事件においては、何らの測定データも用いる
ことなく調停が成立しています。また、調停が
成立している事件は、ある程度期日を重ねてい
ることも分かり、各地の公害審査会において、
測定データがない場合にも、今お話になられた
ように粘り強く調停されていることが伺われ
ます。しかし、本来は、調停の過程に測定デー
タが反映されることが望ましく、このギャップ
をどのように埋めるかは課題のように思われ
ます。

（久志本会長）調停事案の分析は大変興味深い
お話だと思います。是非、分析結果を全国の公
害審査会にも情報提供いただきたいと思いま
す。騒音測定の問題は、全国的には騒音防止法
の事務が市町村の所管とされていることから、
県レベルでは自ら測定する手立てが乏しいと
いう実情にあるのではないでしょうか。一方で、
市町村レベルでは、騒音測定機器はあるものの、
測定の技法や測定結果の評価について、担当者
が必ずしも習熟していないことから、測定に及
び腰になりがちだということも聞きます。この
点は県と市町村との連携の問題として、市町村
の騒音測定が円滑に実施されるようになれば、
公害審査会に紛争となって申し立てられた場
合にも、測定データが利用できる場面が増えて
くるのではないかと思いますし、また、都道府
県や政令指定都市の地方環境研究所の活用も
考えられると思います。いずれにせよ、今後の
課題だと思います。 

（永野委員長）同感ですね。なお、調停事案の
分析は、本年度の騒音事件に関する研究会の報
告として近々情報提供させていただく予定で
す。 
公害審査会の強みと特色をどのように捉え、

これを解決に活かしていくかについては、まだ
まだ議論の余地があると思われますので、連絡
協議会においても、公害審査会同士で意見交換
をしていただきたいと思います。

４．関係機関の連携 

【公調委と公害審査会との連携】 

（永野委員長）議論の流れから、先に課題への
方策の３点目の関係機関の連携のところに移

ろうと思います。昨年の連絡協議会では、地域
社会に一定の広がりのある紛争を公調委が十



行政 ADRとしての基本戦略 

分に汲み上げられていないのではないかとの
思いから、公害審査会で不調となるような事件
であっても、地域に一定のインパクトのある事
件については、公害審査会の審理の結果を活か
せるように当事者に積極的に公調委の裁定の
申立てを促していただく運用を提案させてい
ただきました。もともと公害審査会の調停事件
の事務引継ぎという制度が公害紛争処理法に
ありますが（公害紛争処理法第 38条）、相当と
認める理由があるときに、両当事者の同意を得
て、公調委と協議をした上でなければ公調委に
送れないということでハードルは高い。しかし、
裁定申立てを積極的に当事者に促してもらう
ということになると、被申請人の側も因果関係
の不存在の原因裁定の申立てが可能ですので、
いずれの当事者からも申立てが可能ですし、調
停のような重大事件に限るという縛りはなく、
当事者の同意も要りませんので、公調委につな
ぎやすいのではないかと考えたものです。また、
そのバリエーションとして、公害審査会に調停
事件を係属させたまま、当事者から公調委の原
因裁定の申立てをしてもらい、その原因裁定の
結果を基に公害審査会で調停をまとめていい
ただくという方式についても情報提供したと
ころです。調停事件において前提となる事実関
係について争いがあり、ある程度高度な調査を
しないと確定できないという場合、公調委に原
因裁定を申請していただいて、この結果を基に、
再び公害審査会で地元での話合いをしていた
だくという使い方です。これらは、公調委と公
害審査会との間の事件処理の連携の在り方と
しては、いかがでしょうか。 

（久志本会長）公調委に事件をつないだり、公
害審査会の手続に原因裁定が利用できること
は、それが円滑に運用できるのであれば、まさ

に公害審査会の制度のメリットとして対外的
にも宣伝できるのではないかと思います。また、
調停事件の事務引継ぎの制度的なハードルを
下げるというのは、運用の妙だと思います。た
だし、提案の運用をうまく回して行くに当たっ
て、公害審査会の事務局では、どのような事件
が公調委の申立てに適した事件であるか判断
に迷うほか、当事者からは裁定を申請した場合、
その後どう進んでいくのか、どれぐらい時間が
かかるのかといった質問が聞かれますので、そ
のあたりをどのように対応するかという点で
迷いがあるようです。 

（永野委員長）この点は公害審査会の担当者と
公調委の担当者との間で垣根低く情報交換と
相談ができるように心がけていくことに尽き
るのではないかと思います。公調委側としては、
公害審査会から毎月新件の報告をいただいて
いますけれども、その際、この事件はもし調停
が不調などになった場合にはそのまま放置す
るわけにはいかないので、仮に裁定申立てがあ
るとすれば受け付けようという目星を付け、担
当を通して各公害審査会の事務局にも情報共
有しています。そういった取組を続けることに
より、相談がしやすい関係を作っていくことが
重要ではないかと考えています。関連して、公
害審査会で調停が不調に終わり、その後、公調
委に申し立てられた事件がその後どのように
なったか知りたいという御要望もあると聞い
ており、このよ
うな面での情報
のフィードバッ
クの在り方につ
いても、考えて
いきたいと思っ
ています。

対談の様子（永野委員長） 
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（対談） 

【公害審査会と市町村の公害苦情相談窓口との連携】 

（永野委員長）公害審査会と市町村の公害苦情
相談窓口との連携について、愛知県ではどのよ
うな状況でしょうか。 

（久志本会長）愛知県では、市町村の公害苦情
相談窓口の担当者を対象に、毎年、環境研修な
どの機会を使って、公害紛争処理制度について
説明しています。調停制度などを案内するパン
フレットとして「公害紛争処理制度の御案内」
を作成して、ウェブサイトで一般にも公開して
いますし、市町村の窓口でも公害苦情の申立人
に対する案内に使ってもらっています。実際に
市町村から案内されて事務局に調停の相談に
来る方も多いようです。

（永野委員長）やはり研修をして都道府県と市
町村が意見交換する場を定期的に設けている
と、事件の吸い上げも円滑に行きやすいのでし
ょうね。市町村の公害苦情相談の対応では、一
律の対応が難しく悩まれることも多々あると
思いますので、日頃から相談しやすい関係があ
るといいですね。愛知県は事件の吸い上げがう
まくいっているということですが、そういった
ことがベースにあるのかもしれません。ただ、
全国の市町村の公害苦情相談窓口の中からは、
公害審査会に事件をつなごうにも敷居が高く、

相談もしにくいとの声も聞かれます。 

（久志本会長）そうですね、日頃から相談しや
すい関係を築く必要があるということは、その
とおりだと思います。公害審査会で解決される
べき紛争がないから毎年申請ゼロが続くとい
うことは、本当にあり得るのだろうかと疑問に
思います。申請がゼロのところでは、公害審査
会の会長が問題意識を持てば、多分動き出しま
すよね。事務局の職員の方も、やはりそういっ
たことに対してはきちんと動かれますから。私
自身、本日、お話をさせていただき、連携を実
のあるものにするために、公害審査会会長とし
て市町村の苦情相談窓口とも意見交換の機会
を設けて実情把握した方がいいかもしれない
と思い始めたところです。 

（永野委員長）公調委では公害苦情相談アドバ
イザーを自治体主催の研修会に派遣もしてい
ます。毎年、依頼のある自治体もあります。こ
うした有識者に講演をしてもらって、後半は市
町村の処理事例の報告や抱える事案の処理に
関する意見交換などを実施しているようです。
愛知県でも研修会を実施される際に公害苦情
相談アドバイザーや公調委職員の派遣の要望
がありましたら、是非、御相談ください。

５．利用者の利便性の向上 特にＩＴの活用 

（久志本会長）課題への方策の２点目の当事者
の利便性の向上に関しては、裁判においてもＩ
Ｔ化が進められていますが、公調委においてＩ
Ｔの活用はどのように進めているのでしょう
か。公害審査会としても、世の中の動きに取り
残されないよう、その方向性で舵を取らなきゃ

いけないという意識を持っており、公調委の取
組に強い関心を持っています。 

（永野委員長）公調委では、これまで当事者の
アクセスの問題については、現地調査での当事
者ヒアリングや地方における期日の開催によ
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って対応してきましたが、昨今の情勢に鑑み、
ＩＴを積極的に活用しなければ、本来、手続負
担の軽さを売りにする行政ＡＤＲとして利便
性の面での裁判所に対する優位性を失うので
はないかとの危機感を持っています。そこで、
昨年からメールによる準備書面や証拠の提出
のほか、運用によって調停期日と進行協議期日
に当事者のウェブ参加、あるいは電話会議によ
る参加を認めてきました。さらに、調停期日、
進行協議期日のみならず審問期日への当事者
のウェブ参加、調停期日に調停委員長以外の調
停委員がウェブで参加することを可能とする
規則改正を進めており、本年 4月 1日の施行予
定です 。 

（久志本会長）ほぼ民事裁判のＩＴ化と同様の
内容と思われますが、調停委員のウェブ参加は
目新しい内容ですね。 

（永野委員長）そうですね。調停委員のウェブ
参加を実現することで、期日調整が容易になり
ますし、迅速な手続の進行を図ることができる
と考えています。これは、民事調停よりも先を
行く改正だと思います。それから、裁判所の規
則では、「音声による双方通信（電話会議）」と
書いてあって、映像と音声ということを書かず
にウェブ会議も読み込む形になっていますが、
公調委の規則では、規則のわかりやすさと実際
にも公害紛争の場合は図面を見ながら手続を
進める場合が多いことから、映像及び音声（ウ
ェブ会議）を原則にして、これが難しい場合に
は電話会議でも構わないという立て付けにし
ています。 
これまで規則改正というものは、主に他の法
律の改正に伴う整備としての形式的改正が多
かったのですが、公害紛争処理法は、公調委に

おける手続規則の整備について、紛争解決機関
としての公調委の専門性に広く委ねている面
があります。公調委の手続運用には、民事裁判
とは違う公害紛争の処理、行政ＡＤＲとしての
特色を活かした運用というものもあるわけで
すから、そういった趣旨に鑑みて、今後も、運
用改善の成果を取り入れるなど、時代の要請に
合わせて主体的に規則改正を行っていきたい
と考えています。 

（久志本会長）実際に手続にＩＴを活用すると
なると、いろいろと配慮すべきことが出てくる
と思いますが、そのあたりはいかがでしょうか。
例えば、調停だと非公開が原則ですよね。ウェ
ブだとそのあたりをどう担保するのか。これは
愛知県でＩＴを進める点でも検討点として上
がっているところですけれども、そのあたりに
ついてはどうお考えでしょうか。 

（永野委員長）規則改正をする前に１年近く試
行的にウェブ及び電話会議で調停期日を実施
するということを続けてきました。試行した結
果、どの場所で手続に参加しているのか周囲の
状況などを確認することによって、非公開性の
部分は十分担保されると感じています。本格実
施に当たっては、本人確認の方法なども細かな
配慮事項を整理し準備しています。実際に期日
を運用してみて、ウェブ会議を通じた説得と調
整活動も実際にフェイス・トゥ・フェイスでや
っているときと支障のない形で実施すること
ができました。それを基に今回規則改正まで高
めたということです。 
 より厳格な裁判所の手続でもそういう形で
実施できているということですので、行政ＡＤ
Ｒにおいては、むしろウェブや電話会議という
のは当事者の出頭の権利を拡張するという面
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があって、アクセスを容易にするという観点か
らも積極的に取り組んでいくべきじゃないか
と思っています。全く支障は生じていません。 
 それと、もともとウェブ会議というのは遠方
要件を前提としていましたが、現在ではテレワ
ークなどの普及でウェブ会議というのはかな
り日常化していますよね。実際にウェブ会議で
支障がないということは一般の認識として定
着していますし、そういう意味では遠方要件と
いうよりも、むしろ当事者の都合、日程調整と
か、そういったものも踏まえて、円滑な実施の
ためにウェブによる期日を活用していくとい
う形で今回の改正を整えているところです。フ
ェイス・トゥ・フェイスに代わる次善の策とい
うよりも、むしろ円滑に期日を進めるためにも
積極的に活用していこう、こういう発想でやっ
ております。もちろん、期日の内容によっては
当事者の出頭を求めて直接確認し説得するこ
とが必要な場合もあり、うまく使い分けていく
ことが必要であると思っています。 

（久志本会長）例えば高齢者の方ですとか、Ｉ
Ｔリテラシーがないというか、環境整備が整っ
てないという場合には、何か配慮はあるのでし
ょうか。 

（永野委員長）ウェブ会議が相当ではないとい
うことになりますので、そういう方に対しては
通常どおりの期日で行うということになると
思います。一方当事者だけ、現場に来るという
ことも、あり得ます。 

（久志本会長）そうすると、片方だけ直接フェ
イス・トゥ・フェイスでやって、何か不信感み
たいなのは出ませんか。

（永野委員長）それは出ていませんね。そこは
運用として片方だけつないでおいて、今現場に
来ている人は別室で待ってもらっていますか
らねということをお知らせした上でウェブ側
とやり取りするなど、進行上の配慮により、対
応可能と思います。 

（久志本会長）大変勉強になりました。公調委
の取組を参考にして愛知県もＩＴ化を検討し
てみたいと思います。 

（永野委員長）ウェブに抵抗感のある方もいる
と思いますが、結構やれますよ。以前、電話で
調停の説得をしたことがありましたが、成立ま
でできました。ウェブ会議だとより円滑ですし、
ウェブで実際やれないことはないと思います。
最後の大詰めの調整はフェイス・トゥ・フェイ
スがいい場合もあるかもしれませんが、それ以
外はウェブで十分ですね。事務局でやる期日間
の準備やヒアリングなどは事務の合理化の観
点からもウェブが活用されるべきと思います。
公害審査会によっては、公調委よりもさらに進
んだＯＤＲ（調停委員も当事者も全員がネット
ワークを使うバーチャル期日）を実施されてい
るところもあると伺っており、まだまだ活用の
余地があるのではないかと考えています。

６．利用者への制度の周知 

（久志本会長）それでは、課題への方策の４点
目、利用者への制度の周知については、公調委

はどのような取組をされているのでしょうか  。
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（永野委員長）一般向けの周知としては公調委
ウェブサイト、リーフレットの配布、機関誌「ち
ょうせい」などを通して行っていますが、困っ
た時のウェブでの検索を含めて、市町村の公害
苦情相談窓口や公調委の申請相談ダイヤルに
一定数はたどり着いているのではないかと感
じています。
また、法曹関係者向けの周知として、裁判所

と日弁連に制度の周知文書を毎年送付してい
ます。依頼をいただければ、裁判官出身の審査
官を講師として派遣して、弁護士会や裁判所の
勉強会で制度説明を行っています。また、ロー
スクールのインターンシップの受入れなども
行っているところですが、法曹関係者間での認
知を高めるのに難しさも感じています。
新たに判例雑誌への裁定書の掲載や選択型

実務修習の実施なども始めたところですが、前
者はある程度即効性を、後者は年に３、４名で
すけれども、長い目で見て公調委になじみのあ
る弁護士が各地の弁護士会に増えていくこと
を期待しています。ほかにも良い方法があれば
アドバイスいただきたいと思いますが、いずれ
にしてもこうした取組を地道に続けていくこ
とで、少しずつ認知度が高まっていけば良いと
思っています。
弁護士会への周知というのが非常に問題に

なってくるわけですけれども、公害審査会の会
長には弁護士会の弁護士の方々がなられるこ
とが多いですね。何か県の弁護士会との関係で
公害審査会についてもっと知ってもらうよう
な効果的な周知の仕方というのはないのでし
ょうか。 

（久志本会長）そうですね、私も恥ずかしなが
ら公害審査会の委員となって、初めて公害紛争
処理制度を知った次第であり、多くの弁護士は

制度を知らないと思います。妙案はありません
が、若手弁護士への研修を地道に続けていくし
かないとは思います。もっとも、やり方につい
ては工夫の余地があるかもしれません。シンポ
ジウムみたいな形もいいかもしれません。弁護
士会の組織の大きいところでは、環境委員会な
どしっかりしていると思います。そこと共同で、
制度だけのアピールの機会だと、資料を見れば
分かるという方も多いので。時間を取って、足
を運んで参加してもらうには、騒音紛争など特
定のテーマを取り上げるなどして、コラボの企
画を考えられるといいかもしれません。ただ、
どこの弁護士会でもできるというわけではな
く、一定規模以上、例えば東京、大阪、愛知、
福岡、神奈川をはじめその他のいわゆる中規模
会といわれる規模の弁護士会であれば何かで
きるかもしれません。また、公調委と公害審査
会との役割分担など制度全体について講演す
るとなると、公調委と公害審査会との共催とい
う形をとる方が、弁護士会に対するアピールも
できるのではないかと思います。制度の周知、
それから特に公害審査会の利用促進というも
のを考えると、公調委だけではなく公害審査会
の役割や特性についてもっと知ってもらうこ
とが必要と考えます。 

（永野委員長）弁護士に対する働きかけという
面では、工夫の余地がありそうですね。予定の
時間が超過してしまいました。本日は長時間、
ありがとうございました。最後にコメントいた
だけますか。 

（久志本会長）本日は、対談という貴重な機会
を設けていただき、ありがとうございました。
大変勉強になりました。全体構想に向けた今後
の公調委の取組や活動に期待をさせていただ
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くとともに、私自身も公害審査会が担う役割を
しっかりと意識して、公調委の先進的な取組を
参考にさせていただき、愛知県公害審査会の活
動に取り組んでいきたいと思います。 
（永野委員長）繰り返しになりますが、全体構
想は一朝一夕に実現できるものではなく、試行
錯誤しながら継続的に取組を続けていく必要
があると思います。しかし、制度を運用する側
が動かないと、利用者の側としては何もできま

せんので、制度を担う我々は、より良い運用を
目指して改善・改革を続ける責務を国民に対し
て負っているものと思います。公調委としては、
公害審査会、市町村の公害苦情相談窓口と問題
意識を共有しながら、連携して、少しでも前進
できればと考えています。本日はありがとうご
ざいました。 

以上 

【公害審査会から公害等調整委員会への要望、提案】 

・例えば愛知県でいえば東海・北陸ブロックなどブロック単位での公害審査会会長の協議

会をコーディネイトいただくなど、公害審査会同士の横の連携の場を増やしてほしい。

・公害審査会で調停が不調に終わり、その後、公調委に申し立てられた事件がその後どの

ようになったか知りたい。

・公調委と公害審査会との役割分担など制度全体について講演するとなると、公調委と公

害審査会との共催という形をとる方が、弁護士会に対するアピールもできるのではない

か。

18　ちょうせい　第117号（令和６年５月）

『ADR』とは 
 英語で「Alternative Dispute Resolution」（「裁判に代替する紛争解決手段」）といい、頭文字をと
って「ＡＤＲ（エー・ディー・アール）」と呼ばれます。裁判によることもなく、法的なトラブルを解決
する方法、手段など一般を総称する言葉です。例えば、仲裁、調停、あっせんなど、様々なものがあり
ます。 
 裁判とは異なり、特定の紛争類型において、その分野の専門家等が第三者として入り、その事件にふ
さわしい処理を心がける制度です。公害等調整委員会は、公害紛争の迅速・適正な解決を図ることを主
な任務としています。 

【参考】 
○機関誌「ちょうせい」第１号～トピックス「ADRについて」～（国立国会図書館アーカイブ）

https://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/1170178/www.soumu.go.jp/kouchoi/substance/chosei/p
df/topics/adr.pdf

○機関誌「ちょうせい」第 14号～特集「裁判外紛争処理制度」～（国立国会図書館アーカイブ）
https://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/1170178/www.soumu.go.jp/kouchoi/substance/chosei/p
df/feature/saibangai.pdf

○機関誌「ちょうせい」第 25 号～プラクティス公害紛争処理法「第 23 回 ADR としての公害紛争
処理制度」～（国立国会図書館アーカイブ）
https://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/1170178/www.soumu.go.jp/kouchoi/substance/chosei/p
df/plactis/plactis_23.pdf

○かいけつサポート（法務省）
https://www.adr.go.jp/

https://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/1170178/www.soumu.go.jp/kouchoi/substance/chosei/pdf/topics/adr.pdf
https://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/1170178/www.soumu.go.jp/kouchoi/substance/chosei/pdf/feature/saibangai.pdf
https://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/1170178/www.soumu.go.jp/kouchoi/substance/chosei/pdf/plactis/plactis_23.pdf
https://www.adr.go.jp/



